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建設業の事業継続計画（ＢＣＰ） 

平成 27 年度(第 1 回) 

新規及び更新の受付を開始 

～平成 25年度第 1回認定（平成 25年 10月 1日認定分） 

110社については更新手続が必要です～ 

概 要 

大規模自然災害に対しては、社会基盤の二次災害防止や

緊急対応、早期復旧・復興が最重要課題となります。 

このため建設会社等は自社の被害を軽減し、早期に通常

業務に復帰するための災害対応力の強化を図る取組が必

要です。 

近畿地方整備局では、その取組の推進を期待し、平成 24

年度より災害時建設事業継続力認定制度を開始していま

す。 

今回、新規及び更新の受付を開始します。 

なお、更新受付については平成 25年 10月 1日認定分 110

社が対象となります。 

○対象工種：全工種

○申込み期間:平成 27年 5月 18日～平成 27年 7月 17日

○認定予定日:平成 27年 9月下旬  認定期間（２年間） 

・詳細及び資料のダウンロード 

http://www.kkr.mlit.go.jp/plan/kensetubcp/120712top.htm 

取  扱  い 平成 27年 5月 13日 14:00解禁 

配 布 場 所 
近畿建設記者クラブ、大手前記者クラブ、神戸海運記者ク

ラブ、神戸民放記者クラブ、みなと記者クラブ 

問 合 せ 先 

国土交通省 近畿地方整備局 

防 災 課 長 竜門俊次 TEL 06-6942-1575(直通) 

港湾空港部  

事業継続計画官 中藤智徳 TEL 078-391-3101(直通) 

http://www.kkr.mlit.go.jp/plan/kensetubcp/120712top.htm


近畿地方整備局災害時建設事業継続力認定制度 

■目的 

昨今発生している大規模自然災害のほか、近い時期に南海トラフ巨大地震の

発生が懸念されています。この状況に、各建設会社等は自社の被害を軽減し、

早期に通常の状態に復帰することが重要となっています。  

また、多くの国民が使用する社会基盤の被災は、二次災害防止や早期復旧・

復興の鍵となることから、建設会社等と行政機関とが連携しながら災害対応力

の強化を図ることが重要となっています。  

このため、建設業の「事業継続計画（ＢＣＰ）」策定の取組みを推進するた

めに、各会社で行っている取組みを近畿地方整備局において認定することとし

ました。 

認定を受けられた建設会社等は、災害時の事業継続力を備えている会社とし

て信頼性や社会的評価の一層の向上につながるものと考えており、建設会社等

は、事業継続計画（ＢＣＰ）策定に取り組んで頂き、もしもの時に成果が発揮

されることを期待するものです。 

 

【受付内容】 

○対象工種：全工種 

○申込み期間:平成 27年 5月 18日（月）～平成 27年 7月 17日（金） 

○認定予定日:平成 27年 9月下旬 

○認定期間：平成 27年 10月 1日より 2年間 

○審査要領の確認項目 

Ａ．重要業務の選定と目標時間の把握 

Ｂ．目標時間の把握 

Ｃ．災害時の対応体制 

Ｄ．対応拠点の確保 

Ｅ．情報発信・情報共有 

Ｆ．人員と資機材の調達 

Ｇ．訓練と改善の実施 

（更新の申し込みにおいては、訓練実施評価または実災害に基づく計画書

の改善についての記載内容も確認し、審査の結果、非認定となる場合が

あります。） 

 

なお、認定期間が平成27年9月30日までとなっている会社におきましては、

今回、申請する場合、更新用の書類を提出していただきます。 

 平成 25 年度第 2 回及び平成 26 年度で認定を受けた会社は今回の申請は不要

です。 

 

 詳細及び資料のダウンロードは近畿地方整備局ホームページをご覧ください。 

 http://www.kkr.mlit.go.jp/plan/kensetubcp/120712top.htm 



【入札時のインセンティブ】 

認定されました建設会社等は、総合評価落札方式の入札時に「企業の施工能

力」または「地域・社会貢献」の項目で１点の加点対象となります。 

 

■これまでの経過 

平成 24年 6月 27日 制度発足 

7月 13日 平成 24年度第 1回 受付開始 

（認定工種：一般土木、維持修繕、港湾土木、港湾等しゅんせつ） 

10月 1日 １９７社に対し認定証を交付 

12月 1日 平成 24年度第 2回 受付開始 

（認定工種：全工種に拡大） 

平成 25年 4月 1 日 ９６社に対し認定証を交付 

10月 1 日 １１０社に対し認定証を交付 

平成 26年 4月 1 日 ７０社に対し認定証を交付 

10月 1 日 ２２８社（新規 58社、更新 170社）に対し認定証を

交付 

平成 27 年 4 月 1 日 １４０社（新規 57 社、更新 83 社）に対し認定証を

交付 
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＊事業継続計画（ＢＣＰ）とは 

企業は、災害や事故で被害を受けても、取引先等の利害関係者から、重要業

務が（なるべく）中断しないこと、中断してもできるだけ短い期間で再開する

ことが望まれています。 

この事業継続を追求する計画を「事業継続計画（ＢＣＰ： Business 

Continuity Plan）」と呼びます。 

 

府県別認定社数 548社（平成 27 年 5月 13日現在） 


